
東海旅客鉄道株式会社ＩＣカード連絡運輸運送約款の一部改正（連絡運輸範囲の拡大等に伴う改正） 

現行 改正 

（前略） 

目 次 

第１章  総 則 

第２章  発 売 

第３章  運 賃 

第４章  効 力 

第５章  様 式 

第６章  改札等 

第７章  特殊取扱い 

（中略） 

（適用範囲） 

第２条  ＩＣ連絡定期券による旅客の連絡運輸については、この約款の定

めるところによります。 

（中略） 

３  この約款及び前項に定める約款等に定めていない事項については、別

に定めるものによります。 

注）別に定めるもののうち主なものは、以下のとおりです。 

(1) 東海旅客鉄道株式会社が別に定めるもの 

（中略） 

(6) 名古屋鉄道が別に定めるもの 

ア  旅客営業規則（昭和 34年９月 22 日達第 62 号。以下「名鉄旅規」

という。） 

イ  学校指定取扱規則（昭和 36 年 10月 28 日達第 146号。以下「名鉄

学規」という。） 

ウ  身体障害者旅客運賃割引規程（昭和 27 年４月 17 日通達甲第 74

号。以下「名鉄身規」という。） 

エ  知的障害者旅客運賃割引規程（平成３年 11 月 25 日鉄達第 153 号。

以下「名鉄知規」という。） 

（中略） 

（用語の意義） 

第３条  この約款における主な用語の意義は、次の各号に掲げるとおりと

します。 

(1) 「ＪＲ線」とは、東海旅客鉄道株式会社の鉄道線をいいます。 

（前略） 

目 次 

第１章 総 則（第１条―第 16 条） 

第２章 発 売（第 17 条―第 31 条） 

第３章 運 賃（第 32 条―第 36 条） 

第４章 効 力（第 37 条―第 50 条） 

第５章 様 式（第 51 条―第 52 条） 

第６章 改札等（第 53 条―第 54 条） 

第７章 特殊取扱い（第 55条―第 62 条） 

（中略） 

（適用範囲） 

第２条 ＩＣ連絡定期券による旅客の連絡運輸については、この約款の定

めるところによります。 

（中略） 

３ この約款及び前項に定める約款に定めていない事項については、別に

定めるものによります。 

（注）別に定めるもののうち主なものは、以下のとおりです。 

(1) 東海旅客鉄道株式会社が別に定めるもの 

（中略） 

(6) 名古屋鉄道株式会社が別に定めるもの 

ア 旅客営業規則（昭和 34年９月 22 日達第 62 号。以下「名鉄旅規」

といいます。） 

イ 学校指定取扱規則（昭和 36 年 10月 28 日達第 146号。以下「名鉄

学規」といいます。） 

ウ 身体障害者旅客運賃割引規程（昭和 27 年４月 17 日通達甲第 74

号。以下「名鉄身規」といいます。） 

エ 知的障害者旅客運賃割引規程（平成３年 11 月 25 日鉄達第 153 号。

以下「名鉄知規」といいます。） 

（中略） 

（用語の意義） 

第３条 この約款における主な用語の意義は、次の各号に掲げるとおりと

します。 

(1) 「ＪＲ線」とは、東海旅客鉄道株式会社の鉄道線をいいます。 
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（中略） 

(17) 「発行事業者」とは、TOICA乗車券にあっては東海旅客鉄道株式会

社、manaca にあっては株式会社エムアイシー及びマナカにあっては株

式会社名古屋交通開発機構をいいます。 

（中略） 

(29) 「列車等」とは、旅客の運送を行う列車及び乗合自動車をいう。 

（中略） 

(31) 「ＳＦ」とは、TOICA 約款第３条第 10 号、manaca 規則第３条第７

号及びマナカ規則第３条第７号に規定する「ＳＦ」をいいます。 

 

（中略） 

（ＩＣカードの種類） 

第４条  ＩＣ連絡定期券は、ＩＣカードを媒体とするもののみ発売します。 

 

２  ＩＣ連絡定期券におけるＩＣカードの種類は、次の各号に定めるとお

りとします。 

(1) 東海旅客鉄道株式会社が発売する TOICA 乗車券 

（中略） 

（旅客の区分） 

第９条  旅客の年齢別の区分は、次に掲げるとおりとします。 

大人  小児以外で 12才以上の者 

小児  幼児以外で６才以上 12 才未満の者（13 才未満の小学校の

児童を含む） 

幼児  １才以上６才未満の者（７才未満の小学校入学前の小児

を含む） 

乳児  １才未満の者 

（中略） 

（学生等） 

第 11 条  「指定学校」とは、ＪＲ学規第２条に規定する指定学校、豊鉄学

規第２条、乗合規程第３条に規定する指定学校、高速規程第 27条に規定

する指定学校、名鉄学規第２条に規定する指定学校及び名臨高旅規第 34

条に規定する指定学校のうち、関係する運送事業者すべてに共通する学

校等をいいます。 

２  「学生」とは、指定学校の学生、生徒、児童又は幼児をいいます。ただ

（中略） 

(17) 「発行事業者」とは、ＴＯＩＣＡ乗車券にあっては東海旅客鉄道株

式会社、ｍａｎａｃａにあっては株式会社エムアイシー、マナカにあ

っては株式会社名古屋交通開発機構をいいます。 

（中略） 

(29) 「列車等」とは、旅客の運送を行う列車及び乗合自動車をいいます。 

（中略） 

(31) 「ＳＦ」とは、ＴＯＩＣＡ約款第３条第 11 号、ｍａｎａｃａ規則

第３条第７号及びマナカ規則第３条第７号に規定するＳＦをいいま

す。 

（中略） 

（ＩＣカードの種類） 

第４条 ＩＣ連絡定期券におけるＩＣカードの種類は、次の各号に定める

とおりとします。 

（削る） 

 

(1) 東海旅客鉄道株式会社が発行する TＯＩＣＡ乗車券 

（中略） 

（旅客の区分） 

第９条 旅客の年齢別の区分は、次に掲げるとおりとします。 

大人   小児以外で 12 才以上の者 

小児   幼児以外で６才以上 12 才未満の者（12 才の小学校の児童を

含みます。） 

幼児   １才以上６才未満の者（６才の小学校入学前の者を含みま

す。） 

乳児   １才未満の者 

（中略） 

（学生等） 

第 11 条 「指定学校」とは、ＪＲ学規第２条に規定する指定学校、豊鉄学

規第２条、乗合規程第３条に規定する指定学校、高速規程第 27条に規定

する指定学校、名鉄学規第２条に規定する指定学校及び名臨高旅規第 34

条に規定する指定学校のうち、関係する運送事業者すべてに共通する学

校等をいいます。 

２ 「学生等」とは、指定学校の学生、生徒、児童又は幼児をいいます。た



現行 改正 

し、ＪＲ旅規第 40 条第１項に規定する学生及び生徒を除きます。 

（身体障害者） 

第 12 条  「身体障害者」とは、次の各号の１に該当する者であって、平成

22 年４月１日現在の身体障害者福祉法（昭和 24 年法律第 283 号）第 15

条第４項に規定する身体障害者手帳の交付を受けている者をいいます。 

（中略） 

２  前項の身体障害者は次表に定めるところにより第１種身体障害者及び

第２種身体障害者に区分します。 

（中略） 

注１）障害種別及び等級は、将来にわたり上記（平成 30 年７月１日現

在の身体障害者福祉法施行規則別表第５号を援用。）に限定する。 

 

注２）上記左欄に掲げる障害を２つ以上有し、その障害の程度が上記

第１種身体障害者欄に準ずる者も第１種身体障害者とする。 

 

（身体障害者の介護者） 

第 13 条  身体障害者が、第１種身体障害者及び 12才未満の第２種身体障

害者であるときは、身体障害者１人に対して、１人の介護者をつけるこ

とができます。 

２  前項の介護者は、係員が介護能力があると認められる者であって、そ

の購入するＩＣ連絡定期券の乗車区間及び有効期間が身体障害者と同一

で、身体障害者のＩＣ連絡定期券と同時に購入するものでなければなり

ません。 

（知的障害者） 

第 14 条  「知的障害者」とは、療育手帳制度について（昭和 48 年９月厚

生省発児第 156 号厚生事務次官通知）により定められた療育手帳制度要

綱に規定する療育手帳の交付を受けている者をいいます。 

２  前項の知的障害者は、次に掲げる第１種知的障害者及び第２種知的障

害者に区分します。 

（中略） 

（知的障害者の介護者） 

第 15 条  知的障害者が、第１種知的障害者及び 12才未満の第２種知的障

害者であるときは、知的障害者１人に対して、１人の介護者をつけるこ

とができます。 

だし、ＪＲ旅規第 39条第１項に規定する学生及び生徒を除きます。 

（身体障害者） 

第 12 条 「身体障害者」とは、次の各号の１に該当する者であって、平成

22 年４月１日現在の身体障害者福祉法（昭和 24 年法律第 283 号）第 15

条第４項に規定する身体障害者手帳の交付を受けている者をいいます。 

（中略） 

２ 身体障害者の割引種別は次表のとおりとし、身体障害者手帳の「旅客

鉄道株式会社旅客運賃減額」欄の記載により判別します。 

（中略） 

（注１）障害種別及び等級は、将来にわたり上記（平成 30 年７月１日

現在の身体障害者福祉法施行規則別表第５号を援用。）に限定し

ます。 

（注２）上記左欄に掲げる障害を２つ以上有し、その障害の程度が上

記第１種身体障害者欄に準ずる者も第１種身体障害者としま

す。 

（身体障害者の介護者） 

第 13 条 「身体障害者の介護者」とは、第１種身体障害者又は 12 才未満

の第２種身体障害者に随伴する旅客（身体障害者１人に対して１人に限

ります。）であって、係員が介護能力があると認める者をいいます。 

２ 前項に定める身体障害者の介護者が使用するＩＣ連絡定期券は、身体

障害者が使用するＩＣ連絡定期券と乗車区間及び有効期間が同一のもの

であって、かつ身体障害者が使用するＩＣ連絡定期券と同時に購入する

ものでなければなりません。 

（知的障害者） 

第 14 条 「知的障害者」とは、療育手帳制度について（昭和 48 年９月厚

生省発児第 156 号厚生事務次官通知）により定められた療育手帳制度要

綱に規定する療育手帳の交付を受けている者をいいます。 

２ 知的障害者の割引種別は次に掲げる各号のとおりとし、療育手帳の

「旅客鉄道株式会社旅客運賃減額」欄の記載により判別します。 

（中略） 

（知的障害者の介護者） 

第 15 条 「知的障害者の介護者」とは、第１種知的障害者又は 12 才未満

の第２種知的障害者に随伴する旅客（知的障害者１人に対して１人に限

ります。）であって、係員が介護能力があると認める者をいいます。 
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２  前項の介護者は、係員が介護能力があると認められる者であって、そ

の購入するＩＣ連絡定期券の乗車区間及び有効期間が知的障害者と同一

で、知的障害者のＩＣ連絡定期券と同時に購入するものでなければなり

ません。 

（制限又は停止） 

第 16 条  旅客の運送の円滑な遂行を確保するため等、必要があるときは、

次に掲げる制限又は停止をすることがあります。 

 

（中略） 

（ＩＣ連絡定期券の発売箇所等） 

第 19 条  ＩＣ連絡定期券の発売を行う運送事業者は、次の各号に定めると

おりとします。 

(1) ＪＲ線と豊橋鉄道線の連絡運輸 

東海旅客鉄道会社 

(2) ＪＲ線と名古屋市交通局線の連絡運輸 

東海旅客鉄道会社及び名古屋市交通局。ただし、ＪＲ線の発着駅が、

東海道本線函南・二川間若しくは柏原・醒ケ井間、御殿場線下曽我・沼

津間、身延線富士・西富士宮間、飯田線豊橋・豊川間又は関西線南四日

市・亀山間各駅となるものにあっては東海旅客鉄道株式会社に限りま

す。また、市バス線に係る連絡運輸にあっては名古屋市交通局に限り

ます。 

(3) ＪＲ線と名古屋鉄道線の連絡運輸 

東海旅客鉄道会社及び名古屋鉄道株式会社。ただし、ＪＲ線の発着

駅が、東海道本線函南・菊川間若しくは柏原・醒ケ井間、御殿場線下曽

我・沼津間、身延線富士・西富士宮間又は関西線南四日市・亀山間各駅

となるものにあっては東海旅客鉄道株式会社に限ります。また、名古

屋鉄道線の中間にＪＲ線が介在する連絡運輸にあっては名古屋鉄道株

式会社に限ります。 

（中略） 

（ＩＣ連絡定期券の発売） 

第 21 条  連絡運輸範囲内で区間及び経由を同じくして乗車する旅客から

ＩＣ連絡定期券の購入の申し出があったときは、次の各号に定めるとこ

ろにより１箇月、３箇月又は６箇月有効のＩＣ連絡定期券を発売します。 

(1) 次号以外の場合 

２ 前項に定める知的障害者の介護者が使用するＩＣ連絡定期券は、知的

障害者が使用するＩＣ連絡定期券と乗車区間及び有効期間が同一のもの

であって、かつ知的障害者が使用するＩＣ連絡定期券と同時に購入する

ものでなければなりません。 

（制限又は停止） 

第 16 条 運送事業者及び発行事業者は、旅客の運送の円滑な遂行を確保す

るため等、必要があるときは、次に掲げる制限又は停止をすることがあ

ります。 

（中略） 

（ＩＣ連絡定期券の発売箇所等） 

第 19 条 ＩＣ連絡定期券の発売を行う運送事業者は、次の各号に定めると

おりとします。 

(1) ＪＲ線と豊橋鉄道線の連絡運輸 

東海旅客鉄道会社 

(2) ＪＲ線と名古屋市交通局線の連絡運輸 

東海旅客鉄道会社及び名古屋市交通局。ただし、ＪＲ線の発着駅が、

東海道本線熱海・二川間、柏原・米原間若しくは大垣・美濃赤坂間、身

延線富士・西富士宮間、飯田線豊橋・本長篠間又は関西線南四日市・亀

山間各駅となるものにあっては東海旅客鉄道株式会社に限ります。ま

た、市バス線に係る連絡運輸にあっては名古屋市交通局に限ります。 

 

(3) ＪＲ線と名古屋鉄道線の連絡運輸 

東海旅客鉄道会社及び名古屋鉄道株式会社。ただし、ＪＲ線の発着

駅が、東海道本線熱海・菊川間、柏原・米原間若しくは大垣・美濃赤坂

間、身延線富士・西富士宮間、飯田線豊川・本長篠間又は関西線南四日

市・亀山間各駅となるものにあっては東海旅客鉄道株式会社に限りま

す。また、名古屋鉄道線の中間にＪＲ線が介在する連絡運輸にあって

は名古屋鉄道株式会社に限ります。 

（中略） 

（ＩＣ連絡定期券の発売） 

第 21条 連絡運輸範囲内で区間及び経由を同じくして乗車する旅客からＩ

Ｃ連絡定期券の購入の申し出があったときは、次の各号に定めるところ

により１箇月、３箇月又は６箇月有効のＩＣ連絡定期券を発売します。 

(1) 次号以外の場合 
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通勤定期券 

(2) 学生が居住地もより駅と在籍する指定学校もより駅との相互間を通

学のため乗車する場合で、その在籍する指定学校の代表者において必

要事項を記入して発行した通学証明書（第 43条第１項第２号に規定す

る通学定期券購入兼用の証明書を含む。以下同じ。）を提出（通学定期

券購入兼用の証明書にあっては提示）した場合 

通学定期券 

２  前項第２号の規定にかかわらず、名古屋市交通局線との連絡運輸の場

合は、ＪＲ線部分について前項第２号の通学のための区間とした通学学

生定期券を発売します。 

（中略） 

４  旅客はＩＣ連絡定期券の購入に際して使用者の氏名、生年月日、性別

及びその他の必要事項を購入申込書に記載し、提出しなければなりませ

ん。ただし、発売する運送事業者が特に認めた場合を除きます。 

（通学証明書） 

第 22 条  通学証明書の記載事項は、次の各号に定めるとおりとします。 

(1) 発行番号 

（中略） 

(11) 有効期限 

（中略） 

２  前項各号（同項第９号に規定する通学定期券等の使用開始日を除く）

の記載事項は、発行者が記入して交付することとします。 

 

３  第１項第３号の区分欄は、次の各号に掲げるとおり記入することとし

ます。この場合、第１号から第３号までのものにあっては、赤書きするも

のとします。 

（中略） 

(4) 前各号以外のものに対するものにあっては、横にまっ線を引く。 

 

（中略） 

５  通学証明書の有効期間は、発行の日から１箇月間とします。ただし、

次の各号による有効期間の開始日又は有効期限の表示のあるものは、そ

の期間内の日を通学定期券等の有効期間の開始日とする場合に限りま

す。 

通勤定期券 

(2) 学生等が居住地もより駅と在籍する指定学校もより駅との相互間を

通学のため乗車する場合で、その在籍する指定学校の代表者において

必要事項を記入して発行した通学証明書（第 43 条第１項第２号に規定

する通学定期券購入兼用の証明書を含みます。以下同じです。）を提出

（通学定期券購入兼用の証明書にあっては提示）した場合 

通学定期券 

２ 前項第２号の規定にかかわらず、名古屋市交通局線とのＩＣ連絡運輸

の場合は、ＪＲ線部分について前項第２号の通学のための区間とした通

学学生定期券を発売します。 

（中略） 

４ 旅客はＩＣ連絡定期券の購入に際して使用者の氏名、生年月日その他

の必要事項を購入申込書に記載し、提出しなければなりません。ただし、

発売する運送事業者が特に認めた場合を除きます。 

（通学証明書） 

第 22 条 通学証明書の記載事項は、次の各号に定めるとおりとします。 

(1) 発行番号 

（中略） 

(11) 卒業予定年月日 

（中略） 

２ 前項各号（同項第９号に規定する通学定期券等の使用開始日を除きま

す。）の記載事項は、通学証明書の発行者が記入して交付することとしま

す。 

３  第１項第３号の区分欄は、次の各号に掲げるとおり記入することとし

ます。この場合、第１号から第３号までのものにあっては、赤書きするも

のとします。 

（中略） 

(4) 前各号以外のものに対するものにあっては、横にまっ線を引くこと

とします。 

（中略） 

５  通学証明書の有効期間は、発行の日から１箇月間とします。ただし、

次の各号による有効期間の開始日又は有効期限の表示のあるものは、そ

の期間内の日を通学定期券等の有効期間の開始日とする場合に限りま

す。 
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(1) 新たに入学する学生に対する通学証明書の交付は、本人が当該指定

学校への入学手続きを完了し、学校の代表者が証明書を本人に交付し

たものについては、学年の始期以前であってもこれを行うことができ

ます。ただし、学年の始期以前に発行する学割証には、その表面余白に

「何月何日から有効」の例により学年の始期を赤書きしなければなり

ません。 

（中略） 

(3) 卒業する予定の学生に対する通学証明書及び次条により通学定期券

等を発売する者のうち、高等専門学校第３学年の学生に対する通学証

明書の交付は、当該学年の終期までとします。ただし、学年の終期前に

発行する通学証明書の有効期間が学年の終期をこえるものにあって

は、その有効期間欄に学年の終期を赤書きしなければなりません。 

(4) 卒業する予定の学生及び高等専門学校第３学年の学生に交付する通

学証明書の通学定期券等の有効期間は、学年の終期以後１箇月をこえ

るものを記入しないものとします。 

（中略） 

（身体障害者等に対する割引のＩＣ連絡定期券の発売） 

第 24 条  第１種身体障害者及び 12 歳未満の第２種身体障害者が介護者と

ともに乗車する場合は、割引のＩＣ連絡定期券を発売します。 

 

２  前項の規定により介護者に発売するＩＣ連絡定期券は、身体障害者に

対して通学定期券等を発売する場合であっても、当該身体障害者の介護

者に対して発売するＩＣ連絡定期券は、通勤定期券に限るものとします。 

 

注）身体障害者の介護者が通学定期券等の使用資格者であっても、当該身

体障害者の介護者に対しては、通学定期券等を発売しません。 

（中略） 

（知的障害者等に対する割引のＩＣ連絡定期券の発売） 

第 26 条  第１種知的障害者及び 12 歳未満の第２種知的障害者が介護者と

ともに乗車する場合は、割引のＩＣ連絡定期券を発売します。 

 

２  前項の規定により介護者に発売するＩＣ連絡定期券は、知的障害者に

対して通学定期券等を発売する場合であっても、当該知的障害者の介護

者に対して発売するＩＣ連絡定期券は、通勤定期券に限るものとします。 

(1) 新たに入学する学生等に対する通学証明書の交付は、本人が当該指

定学校への入学手続きを完了し、学校の代表者が証明書を本人に交付

したものについては、学年の始期以前であってもこれを行うことがで

きます。ただし、学年の始期以前に発行する学割証には、その表面余白

に「何月何日から有効」の例により学年の始期を赤書きしなければな

りません。 

（中略） 

(3) 卒業する予定の学生等に対する通学証明書及び次条により通学定期

券等を発売する者のうち、高等専門学校第３学年の学生に対する通学

証明書の交付は、当該学年の終期までとします。ただし、学年の終期前

に発行する通学証明書の有効期間が学年の終期をこえるものにあって

は、その有効期間欄に学年の終期を赤書きしなければなりません。 

(4) 卒業する予定の学生等及び高等専門学校第３学年の学生に交付する

通学証明書の通学定期券等の有効期間は、学年の終期以後１箇月をこ

えるものを記入しないものとします。 

（中略） 

（身体障害者等に対する割引のＩＣ連絡定期券の発売） 

第 24 条 第１種身体障害者又は 12 歳未満の第２種身体障害者が身体障害

者の介護者とともに乗車する場合は、割引のＩＣ連絡定期券を発売しま

す。 

２ 前項の規定により身体障害者の介護者に発売するＩＣ連絡定期券は、

身体障害者に対して通学定期券等を発売する場合であっても、当該身体

障害者の介護者に対して発売するＩＣ連絡定期券は、通勤定期券に限る

ものとします。 

（注）身体障害者の介護者が通学定期券等の使用資格者であっても、当

該身体障害者の介護者に対しては、通学定期券等を発売しません。 

（中略） 

（知的障害者等に対する割引のＩＣ連絡定期券の発売） 

第 26 条 第１種知的障害者又は 12 歳未満の第２種知的障害者が知的障害

者の介護者とともに乗車する場合は、割引のＩＣ連絡定期券を発売しま

す。 

２  前項の規定により知的障害者の介護者に発売するＩＣ連絡定期券は、

知的障害者に対して通学定期券等を発売する場合であっても、当該知的

障害者の介護者に対して発売するＩＣ連絡定期券は、通勤定期券に限る
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注）知的障害者の介護者が通学定期券等の使用資格者であっても、当該知

的障害者の介護者に対しては、通学定期券等を発売しません。 

（中略） 

（小児に対するＩＣ連絡定期券の発売） 

第 28 条  小児の旅客に対しては、使用者の 12 歳に達する日以降で最初の

３月 31 日（誕生日が３月 31 日の場合は当該３月 31 日、４月１日の場合

は前日の３月 31 日）までの間使用することができるＩＣカードを媒体と

してＩＣ連絡定期券を発売します。 

２  前項に規定するＩＣ連絡定期券の購入に際して、旅客は公的証明書等

の提示により購入申込書に記載した氏名、生年月日、性別を証明しなけ

ればなりません。ただし、ＩＣカードの発売時にこれらの事項を証明し

ている場合は、公的証明書等の提示を省略することができます。 

（中略） 

（ＩＣ連絡定期運賃計算上の経路等） 

第 32 条  ＩＣ連絡定期運賃は、旅客の実際乗車する経路及び発着の順序に

よって計算します。 

２  ＩＣ連絡定期の運賃計算の発駅は、発売する運送事業者の駅とします。 

 

（ＩＣ連絡通勤定期運賃） 

第 33 条  第 21条第１項第１号により発売する大人の通勤定期券のＩＣ連

絡定期運賃は、次の各号に定めるとおりとします。 

(1) ＪＲ線と豊橋鉄道線の連絡運輸 

ＪＲ旅規第 95 条第１号又は同第 96 条に規定する大人通勤定期旅客

運賃及び豊鉄旅規第 51条に規定する大人通勤定期旅客運賃を併算した

額 

（中略） 

２  第 21 条第１項第１号により発売する小児の通勤定期券のＩＣ連絡定

期運賃は、次の各号に定めるとおりとします。 

(1) ＪＲ線と豊橋鉄道線の連絡運輸 

ＪＲ旅規第 74条及び同第 95条第１号又は同第 96条に規定する小児

通勤定期旅客運賃並びに豊鉄旅規第 38 条及び同第 51 条に規定する小

児通勤定期旅客運賃を併算した額 

（中略） 

ものとします。 

（注）知的障害者の介護者が通学定期券等の使用資格者であっても、当

該知的障害者の介護者に対しては、通学定期券等を発売しません。 

（中略） 

（小児に対するＩＣ連絡定期券の発売） 

第 28 条 小児の旅客に対しては、使用者の 12 歳に達する日以降で最初の

３月 31 日（誕生日が３月 31 日の場合は当該３月 31 日、４月１日の場合

は前日の３月 31 日）までの間使用することができるＩＣカードを媒体と

してＩＣ連絡定期券を発売します。 

２  前項に規定するＩＣ連絡定期券の購入に際して、旅客は公的証明書等

の提示により購入申込書に記載した氏名及び生年月日を証明しなければ

なりません。ただし、ＩＣカードの発売時にこれらの事項を証明してい

る場合は、公的証明書等の提示を省略することができます。 

（中略） 

（ＩＣ連絡定期運賃計算上の経路等） 

第 32 条  ＩＣ連絡定期運賃は、旅客の実際乗車する経路及び発着の順序に

よって計算します。 

２  ＩＣ連絡定期券の運賃計算の発駅は、発売する運送事業者の駅としま

す。 

（ＩＣ連絡通勤定期運賃） 

第 33 条  第 21条第１項第１号により発売する大人の通勤定期券のＩＣ連

絡定期運賃は、次の各号に定めるとおりとします。 

(1) ＪＲ線と豊橋鉄道線の連絡運輸 

ＪＲ旅規第 95 条第１号又は同第 96 条に規定する大人通勤定期旅客

運賃及び豊鉄旅規第 51条に規定する大人通勤定期旅客運賃を併算した

額 

（中略） 

２  第 21 条第１項第１号により発売する小児の通勤定期券のＩＣ連絡定

期運賃は、次の各号に定めるとおりとします。 

(1) ＪＲ線と豊橋鉄道線の連絡運輸 

ＪＲ旅規第 74条及び同第 95条第１号又は同第 96条に規定する小児

通勤定期旅客運賃並びに豊鉄旅規第 38 条及び同第 51 条に規定する小

児通勤定期旅客運賃を併算した額 

（中略） 
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注）ＪＲ線と名古屋市交通局線又はあおなみ線のＩＣ連絡運輸の小児の

通勤定期券は発売しません。 

（ＩＣ連絡通学定期運賃） 

第 34 条  第 21条第１項第２号又は同条第２項により発売する大人の通学

定期券等のＩＣ連絡定期運賃は、次の各号に定めるとおりとします。 

(1) ＪＲ線と豊橋鉄道線の連絡運輸 

ア  イ及びウ以外の大人の学生 

ＪＲ旅規第 95 条第２号又は同第 96 条に規定する大人通学定期旅

客運賃及び豊鉄旅規第 51条に規定する大人通学定期旅客運賃を併算

した額 

（中略） 

２  第 21 条第１項第２号又は同条第２項により発売する小児の通学定期

券等のＩＣ連絡定期運賃は、次の各号に定めるとおりとします。 

(1) ＪＲ線と豊橋鉄道線の連絡運輸 

ア  イ以外の小児 

ＪＲ旅規第 74条及び同第 95条第２号又は同第 96条に規定する小

児通学定期旅客運賃並びに豊鉄旅規第 38 条及び同第 51 条に規定す

る小児通学定期旅客運賃を併算した額 

（中略） 

(2) ＪＲ線と名古屋市交通局線の連絡運輸 

ＪＲ旅規第 74条、第 95 条第２号又は同第 96条及び同第 103 条第１

号に規定する割引の小児通学定期旅客運賃、乗合規程第 24条の５第２

項に規定する学生定期券乙の料金並びに高速規程第 19条第３項第３号

に規定する学生定期料金乙を併算した額 

注）ＪＲ線と名古屋市交通局線においては、小学生等以外の小児に対す

る通学学生定期券は発売しません。 

（中略） 

（身体障害者又は知的障害者に対する割引のＩＣ連絡通勤定期運賃） 

第 35 条  第 24条により発売する大人の身体障害者又は大人の介護者に対

する割引の通勤定期券のＩＣ連絡定期運賃及び第 26条により発売する大

人の知的障害者又は大人の介護者に対する割引の通勤定期券のＩＣ連絡

定期運賃は、次の各号に定めるとおりとします。 

 

(1) ＪＲ線と豊橋鉄道線の連絡運輸 

（注）ＪＲ線と名古屋市交通局線又はあおなみ線のＩＣ連絡運輸の小児

の通勤定期券は発売しません。 

（ＩＣ連絡通学定期運賃） 

第 34 条  第 21条第１項第２号又は同条第２項により発売する大人の通学

定期券等のＩＣ連絡定期運賃は、次の各号に定めるとおりとします。 

(1) ＪＲ線と豊橋鉄道線の連絡運輸 

ア  イ及びウ以外の大人の学生 

ＪＲ旅規第 95 条第２号又は同第 96 条に規定する大人通学定期旅

客運賃及び豊鉄旅規第 51条に規定する大人通学定期旅客運賃を併算

した額 

（中略） 

２  第 21 条第１項第２号又は同条第２項により発売する小児の通学定期

券等のＩＣ連絡定期運賃は、次の各号に定めるとおりとします。 

(1) ＪＲ線と豊橋鉄道線の連絡運輸 

ア  イ以外の小児 

ＪＲ旅規第 74条及び同第 95条第２号又は同第 96条に規定する小

児通学定期旅客運賃並びに豊鉄旅規第 38 条及び同第 51 条に規定す

る小児通学定期旅客運賃を併算した額 

（中略） 

(2) ＪＲ線と名古屋市交通局線の連絡運輸 

ＪＲ旅規第 74条、第 95 条第２号又は同第 96条及び同第 103 条第１

号に規定する割引の小児通学定期旅客運賃、乗合規程第 24条の５第２

項に規定する学生定期券乙の料金並びに高速規程第 19条第３項第３号

に規定する学生定期料金乙を併算した額 

（注）ＪＲ線と名古屋市交通局線においては、小学生等以外の小児に

対する通学学生定期券は発売しません。 

（中略） 

（身体障害者又は知的障害者に対する割引のＩＣ連絡通勤定期運賃） 

第 35 条 第 24 条により発売する大人の身体障害者又は大人の身体障害者

の介護者に対する割引の通勤定期券のＩＣ連絡定期運賃及び第 26条によ

り発売する大人の知的障害者又は大人の知的障害者の介護者に対する割

引の通勤定期券のＩＣ連絡定期運賃は、次の各号に定めるとおりとしま

す。 

(1) ＪＲ線と豊橋鉄道線の連絡運輸 
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ＪＲ旅規第 95 条第１号又は同第 96 条及びＪＲ身規第７条又はＪＲ

知規第６条に規定する割引の大人通勤定期旅客運賃並びに豊鉄旅規第

52 条及び豊鉄障規第７条に規定する割引の大人通勤定期旅客運賃を併

算した額 

（中略） 

２  第 24 条により発売する小児の身体障害者又は小児の介護者に対する

割引の通勤定期券のＩＣ連絡定期運賃及び第 26条により発売する小児の

知的障害者又は小児の介護者に対する割引の通勤定期券のＩＣ連絡定期

運賃は、次の各号に定めるとおりとします。 

(1) ＪＲ線と豊橋鉄道線の連絡運輸 

ＪＲ旅規第 74条及び同第 95条第１号又は同第 96条並びにＪＲ身規

第７条又はＪＲ知規第６条に規定する小児通勤定期旅客運賃と豊鉄旅

規第 38 条、同第 52 条及び豊鉄障規第７条に規定する割引の小児通勤

定期旅客運賃とを併算した額 

（中略） 

注）ＪＲ線と名古屋市交通局線又はあおなみ線のＩＣ連絡運輸の小児の

割引の通勤定期券は発売しません。 

（身体障害者又は知的障害者に対する割引のＩＣ連絡通学定期運賃） 

第 36 条  第 24条により発売する大人の身体障害者に対する割引の通学定

期券等のＩＣ連絡定期運賃及び第 26条により発売する大人の知的障害者

に対する割引の通学定期券等のＩＣ連絡定期運賃は、次の各号に定める

とおりとします。 

(1) ＪＲ線と豊橋鉄道線の連絡運輸 

ＪＲ旅規第 95 条第２号又は同第 96 条及びＪＲ身規第７条又はＪＲ

知規第６条に規定する割引の大人通学定期旅客運賃並びに豊鉄旅規第

51 条及び豊鉄障規第７条に規定する割引の大人通学定期旅客運賃を併

算した額 

（中略） 

２  第 24 条により発売する小児の身体障害者に対する割引の通学定期券

のＩＣ連絡定期運賃及び第 26条により発売する小児の知的障害者に対す

る割引の通学定期券のＩＣ連絡定期運賃は、次の各号に定めるとおりと

します。 

(1) ＪＲ線と豊橋鉄道線の連絡運輸 

ＪＲ旅規第 74条、同第 95条第２号又は同第 96 条及びＪＲ身規第７

ＪＲ旅規第 95 条第１号又は同第 96 条及びＪＲ身規第７条又はＪＲ

知規第６条に規定する割引の大人通勤定期旅客運賃並びに豊鉄旅規第

52 条及び豊鉄障規第７条に規定する割引の大人通勤定期旅客運賃を併

算した額 

（中略） 

２ 第 24条により発売する小児の身体障害者又は小児の身体障害者の介護

者に対する割引の通勤定期券のＩＣ連絡定期運賃及び第 26条により発売

する小児の知的障害者又は小児の知的障害者の介護者に対する割引の通

勤定期券のＩＣ連絡定期運賃は、次の各号に定めるとおりとします。 

(1) ＪＲ線と豊橋鉄道線の連絡運輸 

ＪＲ旅規第 74条及び同第 95条第１号又は同第 96条並びにＪＲ身規

第７条又はＪＲ知規第６条に規定する小児通勤定期旅客運賃と豊鉄旅

規第 38 条、同第 52 条及び豊鉄障規第７条に規定する割引の小児通勤

定期旅客運賃とを併算した額 

（中略） 

（注）ＪＲ線と名古屋市交通局線又はあおなみ線のＩＣ連絡運輸の小児

の割引の通勤定期券は発売しません。 

（身体障害者又は知的障害者に対する割引のＩＣ連絡通学定期運賃） 

第 36 条  第 24条により発売する大人の身体障害者に対する割引の通学定

期券等のＩＣ連絡定期運賃及び第 26条により発売する大人の知的障害者

に対する割引の通学定期券等のＩＣ連絡定期運賃は、次の各号に定める

とおりとします。 

(1) ＪＲ線と豊橋鉄道線の連絡運輸 

ＪＲ旅規第 95 条第２号又は同第 96 条及びＪＲ身規第７条又はＪＲ

知規第６条に規定する割引の大人通学定期旅客運賃並びに豊鉄旅規第

51 条及び豊鉄障規第７条に規定する割引の大人通学定期旅客運賃を併

算した額 

（中略） 

２  第 24 条により発売する小児の身体障害者に対する割引の通学定期券

のＩＣ連絡定期運賃及び第 26条により発売する小児の知的障害者に対す

る割引の通学定期券のＩＣ連絡定期運賃は、次の各号に定めるとおりと

します。 

(1) ＪＲ線と豊橋鉄道線の連絡運輸 

ＪＲ旅規第 74条、同第 95条第２号又は同第 96 条及びＪＲ身規第７
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条又はＪＲ知規第６条に規定する小児通学定期旅客運賃並びに豊鉄旅

規第 38 条、同第 51 条及び豊鉄障規第７条に規定する割引の小児通学

定期旅客運賃を併算した額 

（中略） 

注）ＪＲ線と名古屋市交通局線又はあおなみ線のＩＣ連絡運輸の小児の

割引の通学定期券等は発売しません。 

（ＩＣ連絡定期券の使用条件） 

第 37 条  ＩＣ連絡定期券は、その券面表示に従って使用することができま

す。 

（中略） 

（身体障害者の介護者の同行） 

第 44 条  第 13条第２項に規定するところにより購入したＩＣ連絡定期券

は、身体障害者と、その介護者とが、同一の列車等により乗車する場合に

限って有効とします。 

（知的障害者の介護者の同行） 

第 45 条  第 15条第２項に規定するところにより購入したＩＣ連絡定期券

は、知的障害者と、その介護者とが、同一の列車等により乗車する場合に

限って有効とします。 

（身体障害者手帳の携帯） 

第 46 条  身体障害者又はその介護者に発売した割引のＩＣ連絡定期券は、

身体障害者手帳を携帯する場合に限って有効とします。 

（療育手帳の携帯） 

第 47 条  知的障害者又はその介護者に発売した割引のＩＣ連絡定期券は、

療育手帳を携帯する場合に限って有効とします。 

（中略） 

（ＩＣ連絡定期券の払いもどし） 

第 59 条  旅客は、ＩＣ連絡定期券が不要となった場合は、これを当該ＩＣ

連絡定期券を発売した運送事業者の払いもどし箇所に差し出して、払い

もどしの請求をすることができます。 

（中略） 

３  前項の規定にかかわらず、第１項に定める払いもどしと同時に、新た

に異なる種類、区分、割引又は区間のＩＣ連絡定期券（払いもどしを申し

出たＩＣ連絡定期券を発売した運送事業者のＩＣ定期券に変更する場合

を含みます。）を購入する場合の払いもどし額は、各運送区間ごとに次の

条又はＪＲ知規第６条に規定する小児通学定期旅客運賃並びに豊鉄旅

規第 38 条、同第 51 条及び豊鉄障規第７条に規定する割引の小児通学

定期旅客運賃を併算した額 

（中略） 

（注）ＪＲ線と名古屋市交通局線又はあおなみ線のＩＣ連絡運輸の小児

の割引の通学定期券等は発売しません。 

（ＩＣ連絡定期券の使用条件） 

第 37 条 ＩＣ連絡定期券は、その券面表示事項に従って使用することがで

きます。 

（中略） 

（身体障害者の介護者の同行） 

第 44 条 第 13 条第２項に規定するところにより購入したＩＣ連絡定期券

は、身体障害者と、身体障害者の介護者とが、同一の列車等により乗車す

る場合に限って有効とします。 

（知的障害者の介護者の同行） 

第 45 条 第 15 条第２項に規定するところにより購入したＩＣ連絡定期券

は、知的障害者と、知的障害者の介護者とが、同一の列車等により乗車す

る場合に限って有効とします。 

（身体障害者手帳の携帯） 

第 46条 身体障害者及び身体障害者の介護者に発売した割引のＩＣ連絡定

期券は、身体障害者手帳を携帯する場合に限って有効とします。 

（療育手帳の携帯） 

第 47条 知的障害者及び知的障害者の介護者に発売した割引のＩＣ連絡定

期券は、療育手帳を携帯する場合に限って有効とします。 

（中略） 

（ＩＣ連絡定期券の払いもどし） 

第 59 条 旅客は、ＩＣ連絡定期券が不要となった場合は、これを当該ＩＣ

連絡定期券を発売した運送事業者の払いもどし取扱箇所に差し出して、

払いもどしの請求をすることができます。 

（中略） 

３ 前項の規定にかかわらず、第１項に定める払いもどしと同時に、新た

に異なる種類、区分、割引又は区間のＩＣ連絡定期券（払いもどしを申し

出たＩＣ連絡定期券を発売した運送事業者のＩＣ定期券に変更する場合

を含みます。）を購入する場合の払いもどし額は、各運送区間ごとに次の
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各号により計算した額を合計した額とします。 

(1) ＪＲ線 

次のアからウに定めるところにより計算した額。 

ア  有効期間前に継続発売したＩＣ連絡定期券に対して、継続発売し

たＩＣ連絡定期券の有効期間前に申出があった場合で、残余の期間

前有効期間分が１旬あるときは、継続発売したＩＣ連絡定期券の有

効期間に対する、ＪＲ旅規第第 288 条第１号の規定を準用して計算

した日割額（以下これを「払いもどし日割額」といいます。）を 10 倍

した額（以下これを「旬割運賃」といいます。）とすでに収受したＪ

Ｒ線区間のＩＣ連絡定期運賃との合計額。 

（中略） 

６  前各項の払いもどしに伴うＳＦ残額の払いもどし等については、当該

ＩＣ連絡定期券を発売した運送事業者及び当該ＩＣ連絡定期券のＩＣカ

ードの発行事業者の定めるところによります。 

（以下略） 

 

別表（第 18 条） 

１ ＪＲ線と豊橋鉄道線の連絡運輸 
ＪＲ線 豊橋鉄道線 

発着駅 経由 接続駅 経由 発着駅 

東海道本線 

函南・醒ケ井間各駅 

御殿場線 

下曽我・沼津間各駅 

身延線 

富士・西富士宮間各駅 

飯田線 

豊橋・豊川間各駅 

武豊線 

大府・武豊間各駅 

中央本線 

中津川・金山間各駅 

太多線 

多治見・美濃太田間各

駅 

高山本線 

岐阜・美濃太田間各駅 

関西本線 

名古屋・亀山間各駅 

東海道本線 

函南・醒ケ井間 

御殿場線 

下曽我・沼津間 

身延線 

富士・西富士宮間 

飯田線 

豊橋・豊川間 

武豊線 

大府・武豊間 

中央本線 

中津川・金山間 

太多線 

多治見・美濃太田

間 

高山本線 

岐阜・美濃太田間 

関西本線 

名古屋・亀山間 

豊橋 新豊橋 渥美線 渥美線 

各号により計算した額を合計した額とします。 

(1) ＪＲ線 

次のアからウに定めるところにより計算した額。 

ア 有効期間前に継続発売したＩＣ連絡定期券に対して、継続発売し

たＩＣ連絡定期券の有効期間前に申出があった場合で、残余の期間

前有効期間分が１旬あるときは、継続発売したＩＣ連絡定期券の有

効期間に対する、ＪＲ旅規第 288 条第１号の規定を準用して計算し

た日割額を 10倍した額（以下これを「旬割運賃」といいます。）とす

でに収受したＪＲ線区間のＩＣ連絡定期運賃との合計額。 

 

（中略） 

６ 第１項から第４項の払いもどしに伴うＳＦ残額の払いもどし等につい

ては、当該ＩＣ連絡定期券を発売した運送事業者及び当該ＩＣ連絡定期

券のＩＣカードの発行事業者の定めるところによります。 

（以下略） 

 

別表（第 18 条） 

１ ＪＲ線と豊橋鉄道線の連絡運輸 
ＪＲ線 豊橋鉄道線 

発着駅 経由 接続駅 経由 発着駅 

東海道本線 

熱海・米原間及び大

垣・美濃赤坂間各駅 

身延線 

富士・西富士宮間各駅 

飯田線 

豊橋・本長篠間各駅 

武豊線 

大府・武豊間各駅 

中央本線 

中津川・金山間各駅 

太多線 

多治見・美濃太田間各

駅 

高山本線 

岐阜・美濃太田間各駅 

関西本線 

名古屋・亀山間各駅 

東海道本線 

熱海・米原間及び

大垣・美濃赤坂間 

身延線 

富士・西富士宮間 

飯田線 

豊橋・本長篠間 

武豊線 

大府・武豊間 

中央本線 

中津川・金山間 

太多線 

多治見・美濃太田

間 

高山本線 

岐阜・美濃太田間 

関西本線 

名古屋・亀山間 

豊橋 新豊橋 渥美線 各駅 
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２ ＪＲ線と名古屋市交通局の連絡運輸 

(1) ＪＲ線と市地下鉄線の連絡運輸 
ＪＲ線 市地下鉄線 

発着駅 経由 接続駅 経由 発着駅 

東海道本線 

函南・醒ケ井間各駅 

御殿場線 

下曽我・沼津間各駅 

身延線 

富士・西富士宮間各駅 

飯田線 

豊橋・豊川間各駅 

武豊線 

大府・武豊間各駅 

中央本線 

中津川・金山間各駅 

太多線 

多治見・美濃太田間各

駅 

高山本線 

岐阜・美濃太田間各駅 

関西本線 

名古屋・亀山間各駅 

東海道本線 

函南・醒ケ井間 

御殿場線 

下曽我・沼津間 

身延線 

富士・西富士宮間 

飯田線 

豊橋・豊川間 

 

武豊線 

大府・武豊間 

 

中央本線 

中津川・金山間 

太多線 

多治見・美濃太田

間 

高山本線 

岐阜・美濃太田間 

関西本線 

名古屋・亀山間 

金山 金山 

全線 各駅 

名古屋 名古屋 

大曽根 大曽根 

千種 千種 

鶴舞 鶴舞 

八田 八田 

（中略） 

 

３ ＪＲ線と名古屋鉄道線の連絡運輸 

(1) ＪＲ線と名古屋鉄道線の連絡運輸（次号以外の連絡運輸） 
ＪＲ線 名古屋鉄道線 

発着駅 経由 接続駅 経由 発着駅 

東海道本線 

函南・醒ケ井間

各駅 

御殿場線 

下曽我・沼津間

各駅 

身延線 

富士・西富士宮

東海道本線 

函南・醒ケ井

間 

御殿場線 

下曽我・沼津

間 

身延線 

富士・西富士

豊橋 豊橋 
・全線。ただ

し、蒲郡線

（ 吉 良 吉

田 ・ 蒲 郡

間）、広見

線 （ 新 可

児 ・ 御 嵩

間）及び瀬

・各駅。ただ

し、蒲郡線

（ 三 河 鳥

羽 ・ 蒲 郡

間）、広見

線（明智・

御嵩間）及

び 瀬 戸 線

刈谷 刈谷 

金山 金山 

 

２ ＪＲ線と名古屋市交通局の連絡運輸 

(1) ＪＲ線と市地下鉄線の連絡運輸 
ＪＲ線 市地下鉄線 

発着駅 経由 接続駅 経由 発着駅 

東海道本線 

熱海・米原間及び大

垣・美濃赤坂間各駅 

身延線 

富士・西富士宮間各駅 

飯田線 

豊橋・本長篠間各駅 

武豊線 

大府・武豊間各駅 

中央本線 

中津川・金山間各駅 

太多線 

多治見・美濃太田間各

駅 

高山本線 

岐阜・美濃太田間各駅 

関西本線 

名古屋・亀山間各駅 

東海道本線 

熱海・米原間及び

大垣・美濃赤坂間 

身延線 

富士・西富士宮間 

飯田線 

豊橋・本長篠間 

武豊線 

大府・武豊間 

 

中央本線 

中津川・金山間 

太多線 

多治見・美濃太田

間 

高山本線 

岐阜・美濃太田間 

関西本線 

名古屋・亀山間 

金山 金山 

全線 各駅 

名古屋 名古屋 

大曽根 大曽根 

千種 千種 

鶴舞 鶴舞 

八田 八田 

 

 

（中略） 

３ ＪＲ線と名古屋鉄道線の連絡運輸 

(1) ＪＲ線と名古屋鉄道線の連絡運輸（次号以外の連絡運輸） 
ＪＲ線 名古屋鉄道線 

発着駅 経由 接続駅 経由 発着駅 

東海道本線 

熱海・米原間及

び大垣・美濃赤

坂間各駅 

 

 

身延線 

富士・西富士宮

東海道本線 

熱海・米原間

及び大垣・美

濃赤坂間 

 

 

身延線 

富士・西富士

豊橋 豊橋 
全線。ただ

し、蒲郡線

（三河鳥羽・

蒲郡間）、広

見線（明智・

御嵩間）及び

瀬戸線を除

く。 

各駅。ただ

し、蒲郡線

（三河鳥羽・

蒲郡間）、広

見線（明智・

御嵩間）及び

瀬戸線の各

駅を除く。 

刈谷 刈谷 

金山 金山 
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間各駅 

飯田線 

豊橋・豊川間各

駅 

武豊線 

大府・武豊間各

駅 

中央本線 

中津川・金山間

各駅 

太多線 

多治見・美濃太

田間各駅 

高山本線 

岐阜・美濃太田

間各駅 

関西本線 

名古屋・亀山間

各駅 

宮間 

飯田線 

豊橋・豊川間 

武豊線 

大府・武豊間 

中央本線 

中津川・金山

間 

太多線 

多治見・美濃

太田間 

高山本線 

岐阜・美濃太

田間 

関西本線 

名古屋・亀山

間 

名古屋 
名鉄名

古屋 

戸 線 を 除

く。 

の 各 駅 を

除く。 

尾張一

宮 

名鉄一

宮 

岐阜 
名鉄岐

阜 

可児 新可児 

鵜沼 新鵜沼 

弥富 弥富 

大曽根 大曽根 瀬戸線 
瀬戸線 

各駅 

 

(2) ＪＲ線と名古屋鉄道線の連絡運輸（名古屋鉄道線の中間にＪＲ線が

介在する連絡運輸） 
名古屋鉄道線 ＪＲ線 名古屋鉄道線 

発着駅 経由 接続駅 経由 接続駅 経由 発着駅 

・全線。た

だし、蒲

郡線（吉

良吉田・

蒲郡間）、

広 見 線

（ 新 可

児・御嵩

間）及び

瀬戸線を

除く。 

・各駅。た

だし、蒲

郡線（三

河鳥羽・

蒲郡間）、

広 見 線

（明智・

御嵩間）

及び瀬戸

線の各駅

を除く。 

豊橋 豊橋 
東海道本線 

掛川・醒ケ

井間 

飯田線 

豊橋・豊川

間 

武豊線 

大府・武豊

間 

中央本線 

中津川・金

山間 

太多線 

多治見・美

濃太田間 

高山本線 

岐阜・美濃

太田間 

関西本線 

大

曽

根 

大

曽

根 

瀬戸線 

各駅 
瀬戸線 

刈谷 刈谷 

金山 金山 

名古

屋 

名鉄

名古

屋 

尾張

一宮 

名鉄

一宮 

岐阜 
名鉄

岐阜 

可児 
新可

児 

間各駅 

飯田線 

豊橋・本長篠間

各駅 

武豊線 

大府・武豊間各

駅 

中央本線 

中津川・金山間

各駅 

太多線 

多治見・美濃太

田間各駅 

高山本線 

岐阜・美濃太田

間各駅 

関西本線 

名古屋・亀山間

各駅 

宮間 

飯田線 

豊橋・本長篠

間 

武豊線 

大府・武豊間 

中央本線 

中津川・金山

間 

太多線 

多治見・美濃

太田間 

高山本線 

岐阜・美濃太

田間 

関西本線 

名古屋・亀山

間 

名古屋 
名鉄名

古屋 

尾張一

宮 

名鉄一

宮 

岐阜 
名鉄岐

阜 

可児 新可児 

鵜沼 新鵜沼 

弥富 弥富 

大曽根 大曽根 瀬戸線 
瀬戸線 

各駅 
 
 

(2) ＪＲ線と名古屋鉄道線の連絡運輸（名古屋鉄道線の中間にＪＲ線が

介在する連絡運輸） 
名古屋鉄道線 ＪＲ線 名古屋鉄道線 

発着駅 経由 接続駅 経由 接続駅 経由 発着駅 

各駅。ただ

し、蒲郡線

（ 三 河 鳥

羽 ・ 蒲 郡

間）、広見線

（明智・御

嵩間）及び

瀬戸線の各

駅を除く。 

全線。ただ

し、蒲郡線

（ 三 河 鳥

羽 ・ 蒲 郡

間）、広見

線（明智・

御嵩間）及

び 瀬 戸 線

を除く。 

豊橋 豊橋 
東海道本線 

掛川・醒ケ

井間 

飯田線 

豊橋・豊川

間 

武豊線 

大府・武豊

間 

中央本線 

中津川・金

山間 

太多線 

多治見・美

濃太田間 

高山本線 

大

曽

根 

大

曽

根 

瀬戸線 
瀬戸線 

各駅 

刈谷 刈谷 

金山 金山 

名古

屋 

名鉄

名古

屋 

尾張

一宮 

名鉄

一宮 

岐阜 
名鉄

岐阜 



現行 改正 

鵜沼 
新鵜

沼 

名古屋・亀

山間 

弥富 弥富 

 

４ＪＲ線とあおなみ線の連絡運輸 
ＪＲ線 あおなみ線 

発着駅 経由 接続駅 経由 発着駅 

東海道本線 

函南・醒ケ井間各駅 

御殿場線 

下曽我・沼津間各駅 

身延線 

富士・西富士宮間各駅 

飯田線 

豊橋・豊川間各駅 

武豊線 

大府・武豊間各駅 

中央本線 

中津川・金山間各駅 

太多線 

多治見・美濃太田間各

駅 

高山本線 

岐阜・美濃太田間各駅 

関西本線 

名古屋・亀山間各駅 

東海道本線 

函南・醒ケ井間 

御殿場線 

下曽我・沼津間 

身延線 

富士・西富士宮間 

飯田線 

豊橋・豊川間 

武豊線 

大府・武豊間 

中央本線 

中津川・金山間 

太多線 

多治見・美濃太田

間 

高山本線 

岐阜・美濃太田間 

関西本線 

名古屋・亀山間 

名古屋 名古屋 全線 各駅 

 
 

可児 
新可

児 

岐阜・美濃

太田間 

関西本線 

名古屋・亀

山間 
鵜沼 

新鵜

沼 

弥富 弥富 

 

４ ＪＲ線とあおなみ線の連絡運輸 
ＪＲ線 あおなみ線 

発着駅 経由 接続駅 経由 発着駅 

東海道本線 

熱海・米原間及び大垣・

美濃赤坂間各駅 

 

身延線 

富士・西富士宮間各駅 

飯田線 

豊橋・本長篠間各駅 

武豊線 

大府・武豊間各駅 

中央本線 

中津川・金山間各駅 

太多線 

多治見・美濃太田間各

駅 

高山本線 

岐阜・美濃太田間各駅 

関西本線 

名古屋・亀山間各駅 

東海道本線 

熱海・米原間及び

大垣・美濃赤坂間 

 

身延線 

富士・西富士宮間 

飯田線 

豊橋・本長篠間 

武豊線 

大府・武豊間 

中央本線 

中津川・金山間 

太多線 

多治見・美濃太田

間 

高山本線 

岐阜・美濃太田間 

関西本線 

名古屋・亀山間 

名古屋 名古屋 全線 各駅 

 
 

附則 

この通達は、令和７年３月 15 日から施行する。 


